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※ 令和元年分及び令和２年分の所得税等、個人事業者の消費税及び贈与税の申告・納付期限

を延⾧したこと、令和３年分の所得税等、個人事業者の消費税及び贈与税については簡易な

方法により申告・納付期限を延⾧できるようにしたことに伴い、本資料における各計数につ

いては、令和元～３年分は翌年４月末日まで、平成 30 年分以前及び令和４年分は翌年３月

末日までに提出された申告書の情報としています。 
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１. 所得税等の確定申告書の提出状況 
－提出人員は 363 万 6 千人で、平成 25 年分からほぼ横ばいで推移－ 

確定申告書の提出人員の状況 

所得税等の確定申告書の提出人員は 363 万 6 千人（対前年比＋0.4%）で、平成 25
年分以降ほぼ横ばいで推移しています。 

 

納税人員の状況 

確定申告書の提出人員のうち、申告納税額がある方（納税人員）は 94 万 4 千人（同
▲1.8%）で、その所得金額は 6 兆 7,409 億円（同▲2.2%）、申告納税額は 5,315 億
円（同▲8.0%）となっており、令和３年分と比較すると、いずれも減少しました。 

 

 

所得者区分別の納税人員の状況 

 事業所得者 
納税人員は 25 万 1 千人（同▲11.4％）で、その所得金額は 1 兆 1,624 億円（同▲ 

16.8％）、申告納税額は 1,167 億円（同▲18.8％）となっており、令和３年分と比較
すると、いずれも減少しました。 

 事業所得者以外 
納税人員は 69 万 3 千人（同＋2.2％）で、その所得金額は 5 兆 5,785 億円（同＋ 

1.5％）、申告納税額は 4,147 億円（同▲4.4％）となっており、令和３年分と比較す
ると、人員及び所得金額は増加し、申告納税額は減少しました。 
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《グラフ１ 所得税等の申告状況の推移》 

 

  

890 880 904 911 919 914 905 950 962 944千人

1,981 1,996 1,996 2,005 2,053 2,089 2,087 2,090 2,135 2,140千人

492 486 479 483 484 487 474 
526 524 552千人

3,363 3,362 3,379 3,398 3,456 3,490 3,465 
3,565 3,621 3,636千人

H25 H26 H27 H28 H29 H30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

56,579 54,814 58,496 57,915 61,136 62,312 60,949 62,560 
68,921 67,409億円

3,977 3,962 4,322 4,319 4,713 4,881 4,695 4,628 
5,776 5,315億円

(243) (248) (256) (260) (254) (255) (257) (276) (283) (251)

対前年比
100.4%

申告納税額がある方 還付申告 申告納税額がない方

納税人員の 申告納税額

（）は、うち事業所得者

確定申告書の提出人員

所得金額



 

3 

 

土地等の譲渡所得の申告状況 

確定申告書の提出人員のうち、土地等の譲渡所得（総合譲渡を含む。）の申告人員は
７万６千人（対前年比＋2.9%）です。そのうち、所得金額がある方（有所得人員）は
５万１千人（同+5.3％）で、その所得金額は 7,254 億円（同+11.9％）となっており、
令和３年分と比較すると、いずれも増加しました。 

 

《グラフ２ 土地等の譲渡所得の申告状況の推移》 
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株式等の譲渡所得の申告状況 

確定申告書の提出人員のうち、株式等の譲渡所得の申告人員は 19 万７千人（対前年
比▲4.0%）です。そのうち、所得金額がある方（有所得人員）は８万６千人（同▲22.3％）
で、その所得金額は 6,376 億円（同▲16.6％）となっており、令和３年分と比較する
と、いずれも減少しました。 

《グラフ３ 株式等の譲渡所得の申告状況の推移》 
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２. 個人事業者の消費税の申告状況 
－申告件数は 18 万件で、前年より減少－ 

個人事業者の消費税の申告件数 

個人事業者の消費税の申告件数は 18 万件（対前年比▲7.8%）で、申告納税額は
1,061 億円（同+0.3%）となっており、令和３年分と比較すると、申告件数は減少し、
申告納税額は増加しました。 

《グラフ４ 消費税の申告状況の推移》 
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３. 贈与税の申告状況 
－申告件数は９万３千１百人で、前年より減少－ 

贈与税の申告状況 

贈与税の申告書の提出人員は９万３千１百人（対前年比▲5.3％）です。そのうち、
申告納税額がある方（納税人員）は７万２千５百人（同▲2.4％）で、その申告納税額
は 535 億円（同▲13.8％）となっており、令和３年分と比較すると、いずれも減少し
ました。 

《グラフ５ 贈与税の申告状況の推移》 
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贈与税の課税方法別の申告状況 

 暦年課税 
暦年課税を適用した申告人員は８万７千３百人（対前年比▲5.8％）で、その申告納 

税額は 451 億円（同▲16.2％）となっており、令和３年分と比較すると、いずれも減
少しました。 

 相続時精算課税 
相続時精算課税を適用した申告人員は５千９百人（同＋1.6％）で、その申告納税額 

は 84 億円（同+2.1％）となっており、令和３年分と比較すると、いずれも増加しま
した。 

《グラフ６ 暦年課税及び相続時精算課税別の申告状況の推移》 
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（注）１ 平成 27 年分以降の申告人員グラフの括弧書は、特例税率に係る贈与の申告人員です。 

２ 相続時精算課税に係る申告人員には、暦年課税との併用者を含んでいます。 
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４. 自宅等からの e-Tax 利用状況 

所得税等の状況 

自宅等からの e-Tax 利用による所得税等の申告書の提出人員は 177 万 5 千人で、令
和３年分から 23 万 6 千人（対前年比＋15.3％）増加しました。 

そのうち、納税者本人による送信は 98 万 4 千人で、令和３年分から 22 万 6 千人（同
＋29.8％）増加しました。 

《グラフ７ e-Tax 利用状況の推移》 
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５. 令和４年分の確定申告状況等について（トピックス）  

申告所得税及び復興特別所得税（※）          ※ 以下「所得税等」と表記します。 

 申告人員は 363 万 6 千人（対前年比＋0.4%）。 
そのうち申告納税額がある方は 94 万 4 千人（同▲1.8%）、その所得金額は 6 兆 

7,409 億円（同▲2.2%）、申告納税額は 5,315 億円（同▲8.0%）。 

 土地等の譲渡所得の申告人員は７万６千人（同＋2.9%）。そのうち所得金額がある 
方は５万１千人（同+5.3%）、その所得金額は 7,254 億円（同+11.9%）。 

 株式等の譲渡所得の申告人員は 19 万７千人（同▲4.0%）。そのうち所得金額があ 
る方は８万６千人（同▲22.3%）、その所得金額は 6,376 億円（同▲16.6%）。 

個人事業者の消費税 

申告件数は 18 万件（同▲7.8%）で、申告納税額は 1,061 億円（同+0.3%）。 

贈与税 

申告人員は９万３千１百人（同▲5.3%）。そのうち申告納税額がある方は７万２千
５百人（同▲2.4%）、その申告納税額は 535 億円（同▲13.8%）。 

自宅等からの e-Tax の利用状況 
 自宅等から e-Tax で申告書を提出した方（※）は、所得税等で 177 万 5 千人（同＋ 

15.3%）。 
※ 自宅からの納税者本人による送信のほか、税理士による代理送信を含みます。 

 上記のうち、自宅から納税者本人により e-Tax で申告書を提出した方は 98 万 4 千 
人（同＋29.8%）。 

 

 

 

 

 

 

 



 

10 

 

25 

96 

205 

287 

439 千人

平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分 令和４年分

703 

606 

537 

491 
469 

195 

342 

568 

758 

984千人

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分 令和４年分

自宅からの e-Tax の利用状況等 
自宅からの e-Tax がスタンダードに ～平成 30 年分の約５倍に～ 

国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』や各種会計ソフトを利用して自宅から納税
者本人により e-Tax で申告書を提出した方は 98 万 4 千人で、令和３年分の約 1.3 倍、
平成 30 年分の約５倍に増加し、確定申告会場で申告書を作成・提出した方（46 万 9 千
人）の２倍を超えました。 

《自宅から e-Tax で申告書を提出した方の数の推移》 

   

    

  

  

 

 

 

  

 

 

スマホ申告の利用状況 ～自宅からの e-Tax のうち約４割がスマホ申告に～ 

自宅からスマホを使って e-Tax で申告した方は 43 万 9 千人で、令和３年分から約
1.5 倍に増加しました。自宅から納税者本人により e-Tax で申告した方のうち約４割が
スマホを使った申告です。令和２年分から令和３年分の伸び率と比較し、スマホ申告の
利用が更に加速しています。 

《自宅からスマホを使って e-Tax で申告した方の数の推移》 

 

  

  

 

 

 

 

約1.3倍 

確定申告会場で申告書を 
作成・提出した方（e-Tax 又は書面） 

 
申告人員 
全体の 
約１割 

※ ６.参考資料の（表７）参照。 

※ ６.参考資料の（表７）の（参考１）参照。 

4 年で約５倍 

 
会場で提出
した方の 
約２倍 

約 1.4 倍 

約 1.5 倍 

納税者本人による自宅からの e-Tax 
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約２倍

0.5 

53

209千人

令和２年分 令和３年分 令和４年分

マイナンバーカードを利用した申告 
マイナンバーカード方式の利用状況  
自宅から納税者本人により e-Tax で申告書を提出した 98 万 4 千人うち、マイナン

バーカード方式を利用された方は、61 万 2 千人（約 6 割）で、令和３年分の約 1.6
倍、平成 30 年分の約 9 倍に増加しました。 
 特に、マイナンバーカードを利用してスマホから申告した方は 30 万人で、令和３
年分の約２倍、令和元年分の約 30 倍に増加しました。 
 《自宅から e-Tax で申告書を提出した方のうち、  

マイナンバーカードを利用した方の数の推移》   
 

  

 

  

 

 

   

 

 

マイナポータル連携の利用状況 
マイナポータル連携の利用状況 ～令和３年分の約４倍に～ 

国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』では、マイナポータル経由で、控除証明書
等の必要書類のデータを一括取得し、申告書の該当項目へ自動入力する機能（以下「マ
イナポータル連携」といいます。）を令和２年分から導入しています。 

 マイナポータル連携により控除証明書等を取得した方は 20 万 9 千人で、令和３年分
の約４倍に増加しました。 

《マイナポータル連携により控除証明書等を取得した方の数の推移》 
  

  

※ ６.参考資料の（表７）の（参考２）参照。 

 

令和４年分以後、 
●医療費情報（１年間分） 
●公的年金等の源泉徴収票 
●国民年金保険料控除証明書 

が連携対象に 

※ ６.参考資料の（表７）及び（表７）の（参考１）参照。 

うち 
スマホ申告 

約1.6倍 

約４倍 



 

12 

 

795 766 767 

718 

579 

201 

348 

554 

730 

30

90

150

210

270

330

390

450

510

570

630

690

750

810

870

930

990

平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分 令和４年分

作成コーナーを利用して書面で申告書
を提出した方

作成コーナーを利用した e-Tax は 
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申告件数全体に占める書面申告の割合

【参考１】『確定申告書等作成コーナー』の利用状況 

国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』を利用して自宅等から e-Tax で申告書を提
出した方（※）は 93 万 7 千人で、令和３年分の約 1.3 倍、平成 30 年分の約５倍に増加
し、同コーナーを利用して書面で申告書を提出した方（57 万 9 千人）の約 1.6 倍とな
るなど、書面から e-Tax 申告への移行が更に加速しています。 

《国税庁ＨＰ『確定申告書等作成コーナー』を利用して申告書を提出した方の数の推移》 

  

 

    

  

 

 

 

 

 

 

【参考２】書面申告の状況等 

書面で申告した方は、減少傾向にあり、令和４年分については 135 万人で、平成 30
年分の 191 万人から約３割減少し、申告件数全体に占める割合は４割を下回りました。 

《書面申告件数の推移と申告件数全体に占める割合》 
  

 

 

 

  

 

 

 

※ ６.参考資料の（表８）参照。 

作成コーナーを利用して e-Tax で申告書
を提出した方 

 
書面で提出
した方の 
約 1.6 倍 

 
書面申告は 

申告件数全体
の４割以下 

４年で約３割減少 

937 千人 約1.3倍 



（注）　端数処理のため、合計と内訳が一致しない場合がある。
　 　  　  　

（表１）　所得税等の確定申告書の提出状況の推移

（注）２　括弧書は、前年からの増減率（％）である。

（表２）　所得税等の納税人員の申告状況の推移

（注）２　括弧書は、前年からの増減率（％）である。
（注）３　申告納税額は、所得税と復興特別所得税の合計額である。

億円(▲3.8) 億円

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出
　　　　された申告書の計数である。

4,6284,6954,881
申告納税額

(▲8.0) 億円(+24.8) 億円(▲1.4)(+3.6) 億円

5,3155,776

億円

67,40968,92162,56060,94962,312
所得金額

(▲2.2) 億円(+10.2) 億円(+2.6) 億円(▲2.2) 億円(+1.9)

(▲1.0) 千人(▲0.6) 千人

944962950905914
納税人員

(▲1.8) 千人(+1.3) 千人(+5.0) 千人

3,5653,4653,490

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出
　　　　された申告書の計数である。

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分

474487

合　　計
(+0.4)(+1.6)(+2.9)(▲0.7)(+1.0)

3,6363,621

2,089

申告納税額
がない方

(+5.2)(▲0.3)(+11.0)(▲2.8)(+0.8)

552524526

還付申告
(+0.2)(+2.2)(+0.1)(▲0.1)(+1.8)

2,1402,1352,0902,087

(▲1.0) 千人(▲0.6) 千人

944962950905914

申告納税額
がある方

(▲1.8) 千人(+1.3) 千人(+5.0) 千人

６．参考資料

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分
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（表３-１）　所得税等の主たる所得区分別申告人員

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、合計に対する割合（構成比、％）である。
（注）３　増減率は、令和３年分に対するものである。

（表３-２）　所得税等の主たる所得区分別所得金額等

（注）１　翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、合計に対する割合（構成比、％）である。
（注）３　増減率は、令和３年分に対するものである。

▲15.717,108 15,142 1,910 2,053 160 +1.8 +3.9 ▲12.4 +4.5
上記以外

(11.7) (22.5) (2.6) (38.6) (7.6)

▲16.5 ▲3.1 ▲61.7 +1.213,628 3,378 9,747 189 287 ▲6.5

(13.7)
雑所得者

(9.3) (5.0) (13.2) (3.6)

+2.689,991 28,903 58,949 973 1,180 +3.8 +3.2 +4.1 +2.3
給与所得者 (61.6) (42.9) (79.5) (18.3) (56.3)

+0.7 ▲0.5 +0.3 ▲2.99,017 8,362 334 932 20 +0.5

(0.9)
不動産所得者

(6.2) (12.4) (0.5) (17.5)

+0.2129,743 55,785 70,939 4,147 1,647 +2.1 +1.5 +2.5 ▲4.4
その他所得者 (88.8) (82.8) (95.7) (78.0) (78.6)

16,316 11,624 3,168 1,167 448 ▲12.0 ▲16.8 +2.4 ▲18.8 +3.0
所
　
得
　
区
　
分
　
別
　
内
　
訳

事業所得者
(11.2) (17.2) (4.3) (22.0) (21.4)

146,059 67,409 74,107 5,315 2,095 +0.3 ▲2.2 +2.5 ▲8.0 +0.8
合計

％ ％

還付

億円 億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％

申告納税額
がある方

還付申告
所得金額 税額

所得金額 申告納税額 還付税額

増減率

納税 還付 納税

▲6.2 +16.2123 51 65 7 ▲1.2 +3.7
上記以外 (3.4) (5.4) (3.0) (1.3)

909 115 654 140 ▲0.2 +1.2 ▲2.0 +7.7
雑所得者 (25.0) (12.2) (30.6) (25.4)

+1.7 +1.21,747 381 1,272 95 +2.0 +2.9
給与所得者

(48.1) (40.3) (59.4) (17.2)

217 146 19 52 +0.2 +0.4 +0.2 ▲0.1
不動産所得者

(6.0) (15.5) (0.9) (9.3)

+0.2 +4.32,997 693 2,010 294 +1.0 +2.2
その他所得者 (82.4) (73.4) (94.0) (53.2)

638 251 129 258 ▲2.5 ▲11.4 +0.5 +6.4
所
　
得
　
区
　
分
　
別
　
内
　
訳

事業所得者
(17.6) (26.6) (6.0) (46.8)

944 2,140 552 +0.4 ▲1.8 +0.2 +5.2
合　　計

3,636

％ ％ ％千人 千人 千人 千人 ％

申告納税額
がある方

納税 還付 ゼロ

確定申告
人　　　員

還付申告
申告納税額
がない方

増減率
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（表４-１）　土地等の譲渡所得の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　総合譲渡所得に係る計数を含む。

（表４-２）　株式等の譲渡所得の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　上段は、譲渡損失を翌年以降へ繰り越した方の計数である。

197 86 6,376 741 ▲4.0 ▲22.3
+4.0

7,650 691 ▲16.6 +7.3

％ ％

株　式　等 10399
205 111

千人 千人 億円 万円

有所得
人　員

％ ％千人 千人 億円 万円

有所得
人　員

申　告
人　員所　得

金　額
１　 人
当たり

所　得
金　額

１　 人
当たり

令和４年分令和３年分 増減率

申　告
人　員

有所得
人　員

申　告
人　員 所　得

金　額
１　 人
当たり

49 6,479 1,330 +2.9 +5.3 +11.976 51 7,254 1,414 +6.3
土　地　等

74

％ ％ ％ ％千人 千人 億円 万円

申　告
人　員

有所得
人　員

千人 千人

所　得
金　額

１　 人
当たり

所　得
金　額

１　 人
当たり

億円 万円

所　得
金　額

１　 人
当たり

令和４年分令和３年分 増減率

申　告
人　員

有所得
人　員

申　告
人　員

有所得
人　員
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（表５）　個人事業者の消費税の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
（注）２　外書は、地方消費税である。
（注）３　括弧書は、合計に対する割合（構成比、％）である。

（表６）　贈与税の申告状況

（注）１　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
（注）２　暦年課税のうち、特例税率に係る人員には、一般税率との併用者を含む。
（注）３　相続時精算課税に係る人員には、暦年課税との併用者を含む。

（表６－付）　住宅取得等資金の非課税の申告状況

（注）　　令和３年分は翌年４月末日まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
▲ 28.7 ▲ 46.7 ▲ 48.972 543 502101 1,019 982

非課税の適用
を受けた金額

非課税の適用
を受けた金額

百人 億円 億円 百人 億円 億円 ％ ％％

令和４年分令和３年分 増減率

申　告
人　員

住宅取得等
資金の金額

申　告
人　員

住宅取得等
資金の金額

申　告
人　員

住宅取得等
資金の金額 非課税の適用

を受けた金額

743 621 84 ▲ 5.3
合計

931 725 535 74984 ▲ 2.4 ▲ 13.8

+ 1.6 ▲ 11.1 + 2.1 + 14.9

▲ 11.7

▲ 6.8

相続時精算課税
59 5 84 1,54958 6 83 1,348

+ 0.2421472 416 + 1.1

一般税率
400 299454 321 ▲ 11.9

特例税率
473

538 73 ▲ 5.8 ▲ 2.4 ▲ 16.2 ▲ 14.2

％ ％ ％

暦年課税
873 719 451 63926 737

１  人
当たり

百人 百人 億円 万円百人 百人 億円 万円 ％

納　税
人　員申　 告

納税額
1  人
当たり

申　 告
納税額

1  人
当たり

申　 告
納税額

-

令和４年分令和３年分 増減率

申　告
人　員

納　税
人　員

申　告
人　員

納　税
人　員

申　告
人　員

-195 - - ▲7.8 -

▲37.8 ▲11.9 +41.7

合　　計
180 -

11 81 7318 92 52

▲4.8 +0.3 +5.4

還付申告
(6.2) 外23(9.1) 外26

169 1,061 63178 1,058 60

％ ％ ％

納税申告
(93.8) 外299(90.9) 外298

件数 税額 １件当たり

千件 億円 万円千件 億円 万円

令和４年分令和３年分 増減率

申告件数 税　　額 １件当たり申告件数 税　　額 １件当たり
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（表７）　所得税等の確定申告書のe-Taxによる送信方式別提出人員

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、確定申告人員に対する割合（構成比、％）である。

（参考１）　スマートフォン等を利用した提出人員

千人 千人 千人 千人 千人

（参考２）　マイナポータル連携を利用した人員

209530.5

 （注）　令和２年及び令和３年分は翌年４月15日まで、令和４年分は
　　　翌年３月末までに提出された申告書の計数である。

令和４年分令和３年分令和２年分

利用人員
千人千人千人

ID・パスワード方式での送信 1391421308625

マイナンバーカード方式での送信 3001457510

自宅からe-Taxで提出 4392872059625

地方公共団体会場からのe-Tax（データ引継）

(2.3)(2.0)

スマートフォン等を
利用した提出人員

68948037023374

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分

(1.8)(1.7)(1.2)

8472666143

508571647

【参考】（外　確定申告会場で作成・書面で提出） 外 38外 62外 29外 34外 56

716691

確定申告会場からのe-Tax
(11.9)(11.8)(14.3)(16.5)(18.5)

431429

10

税理士による代理送信
(21.8)(21.6)(21.3)(20.7)(19.8)

792782759

その他の従来の方式での送信
(1.2)(0.7)(0.4)(0.3)(0.3)

42241610

(3.3)

329359343241115

6123762109070

ID・パスワード方式での送信
(9.0)(9.9)(9.6)(7.0)

758568342195

マイナンバーカード方式での送信
(16.8)(10.4)(5.9)(2.6)(2.0)

1,3271,058886

納税者本人による送信
(27.1)(20.9)(15.9)(9.9)(5.6)

984

1,6891,577

自宅等からのe-Tax
(48.8)(42.5)(37.2)(30.5)(25.4)

1,7751,540

3,490

e-Tax利用人員
(63.0)(56.3)(53.3)(48.7)(45.2)

2,2902,0401,900

確定申告人員
千人千人千人千人千人

3,6363,6213,5653,465

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分
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（表８）　ＩＣＴを利用した所得税等の確定申告書の提出人員

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、確定申告人員に対する割合（構成比、％）である。

（表９）　ＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。

（注）２　括弧書は、申告人員に対する割合（構成比、％）である。

（表10）　閉庁日における申告相談等の状況（所得税等）
　

（注）　括弧書は、合計に対する割合（構成比、％）である。

365239 429

132 85 13170 109 84 123

244173 271147 166233
合　　計

206

２回目
(４年分：２月26日)

(47.5)(38.8)(44.2)

106 184 80

(50.7)(49.0)

(61.2)

123126 233

(55.8)

82 12188 13977133 245

百件 百件百件 百件

１回目
(４年分：２月19日)

(49.3)(51.0)(52.5)

百件 百件百件 百件百件 百件

相談件数
申告書

収受件数
相談件数

申告書
収受件数

相談件数相談件数
申告書

収受件数
相談件数

申告書
収受件数

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分

税務署でのＩＣＴ利用
(7.7)(7.6)

申告書
収受件数

税務署で作成・書面で提出 1012101012

税務署で作成・e-Taxで提出 6163596361

(7.5)(7.9)(7.9)

7275697473

国税庁HPの作成コーナーで作成・書面で提出 187233217220206

国税庁HPの作成コーナーで作成・e-Taxで提出 10180503931

659638607

各種会計ソフト等で作成・e-Taxで提出 408418392380371

712681

自宅等でのＩＣＴ利用
(74.6)(74.3)(72.2)(68.8)(65.3)

695731

930

ＩＣＴ利用人員
(82.3)(81.9)(79.8)(76.8)(73.2)

767806727

申告人員
百人百人百人百人百人

931984912927

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分

税務署で作成・書面で提出 3862293456

606703

税務署で作成・e-Taxで提出 431429508571647

43

署でのＩＣＴ利用
(12.9)(13.6)(15.1)(17.5)(20.1)

469491537

地方公共団体会場で作成・e-Taxで提出
(2.3)(2.0)(1.8)(1.7)(1.2)

84726661

国税庁HPの作成コーナーで作成・書面で提出 579718767766795

国税庁HPの作成コーナーで作成・e-Taxで提出 937730554348201

2,2582,0931,8241,681

各種会計ソフト等で作成・e-Taxで提出 839810772710685

2,6972,4902,427

自宅等でのＩＣＴ利用
(64.8)(62.3)(58.7)(52.6)(48.2)

2,355

3,4653,490

ＩＣＴ利用人員
(80.0)(77.9)(75.6)(71.9)(69.5)

2,9082,820

平成30年分

確定申告人員
千人千人千人千人千人

3,6363,6213,565

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分
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（表11）　暗号資産取引に係る収入がある方の「その他の雑所得」の状況

 （注）１　令和３年分は翌年４月末まで、令和４年分は翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。
　　　 ２　「その他の雑所得」とは、雑所得のうち「公的年金等の雑所得」、「業務に係る雑所得」以外をいう。　
　　　 ３　上記は、「その他の雑所得」がある方のうち、暗号資産取引に係る収入がある方の計数である。このため、「その他の雑所得」の金額には、
　　　　 暗号資産取引に係る収入以外の収入（個人年金保険等）に係る所得を含む。

（表12）　寄附金控除等の適用状況

　　　２　各欄の上段は、控除額（億円）の合計である。

（表13）　雑損控除等の適用状況

　　　２　各欄の上段は、控除額の合計である。

（表14）　医療費控除の適用状況

千人 千人 千人 千人 千人

（注）　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出された申告書
　　　の計数である。

セルフメディケーション
税制による特例

64454

医療費控除 1,2491,2281,1991,2461,243

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出
　　　　された申告書の計数である。

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分平成30年分

1419

130

災害減免額
（税額控除）

454612

111312

雑損控除
（所得控除）

1722152896761,026

22232868

平成30年分

百人百人百人百人百人

703589569

（注）１　平成30年分及び令和４年分は翌年３月末日まで、令和元～３年分は翌年４月末日までに提出
　　　　された申告書の計数である。

　　　３　「合計」欄は、所得控除と税額控除の重複適用があるため、所得控除と税額控除の合計とは
　　　　一致しない。

令和４年分令和３年分令和２年分令和元年分

8982

合計
897816

519

寄附金控除
（税額控除）

1919181517

112107104

寄附金控除
（所得控除）

1,2201,1531,040815764

839756644534

令和２年分令和元年分平成30年分

千人千人千人千人千人

令和４年分令和３年分

その他の
雑所得の金額

億円億円

88761

千人千人

申告件数
512

令和４年分令和３年分
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（表15）　確定申告会場等にマイナンバーカードの申請コーナーを設置した地方公共団体

那智勝浦町

美浜町

日高町

由良町

印南町

みなべ町

日高川町

和歌山県

和歌山市

海南市

有田市

御坊市

新宮市

紀美野町

湯浅町

広川町

有田川町

豊岡市

西脇市

宝塚市

奈良県

桜井市

宇陀市

田原本町

大淀町

大阪府

大阪市

堺市

八尾市

東大阪市

兵庫県

神戸市

姫路市

西宮市

伊丹市

滋賀県 甲賀市

京都府

京都市

福知山市

舞鶴市

綾部市

宮津市

亀岡市

京田辺市

都道府県 市区町村
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